
 

 

事   務   連   絡 

   令和６年１月 12日 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局）御中 

  中 核 市  

   厚生労働省老健局 認知症施策・地域介護推進課 

老    人    保    健    課 

 

通所介護費等における所要時間の取扱いについて 

  

介護保険制度の円滑な運営につきまして、平素よりご理解とご尽力を賜り厚く 

御礼申し上げます。 

通所介護費等における所要時間の取扱いについては、「指定居宅サービスに要

する費用の額の算定に関する基準」（平成 12年厚生省告示第 19号）等におい

て、現に要した時間ではなく、計画に位置付けられた内容の通所介護等を行うた

めの標準的な時間で、それぞれの所定単位数を算定することとしています。   

その上で、当該告示等の留意事項通知において、当日の利用者の心身の状況に

より、実際の通所介護等の提供が、やむを得ず短くなった場合には、計画上の単

位数を算定して差し支えないことをお示ししているところです。この点につい

て、やむを得ない事情の中でもサービス提供を継続していただく観点から、当日

の利用者の心身の状況に限らず、降雪等の急な気象状況の悪化等により、やむを

得ず、利用者宅と事業所間の送迎に平時よりも時間を要し、サービス提供時間内

に影響が生じた場合においても、計画上の単位数を算定して差し支えありませ

ん。 

つきましては、管内市町村及びサービス事業所等にご周知頂きますよう、よ

ろしくお願いいたします。 

なお、計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合には、計画を変更の上、

変更後の所要時間に応じた単位数を算定することとされていることは従前のとお

りです。 

 

（参考） 

● 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、

居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する

費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年

３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長 通知）（抄） 

● 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域

密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施



 

 

上の留意事項について（平成 18年３月 31日老計発 0331005・老振発 0331005・老

老発 0331018、厚生労働省老健局計画・振興・老人保健課長連名通知）（抄） 
 


